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漁業経済学会　短　信

第4　4回大会シンポジューム

ド T A C　蒔r1度　と　漁業管理｣　(仮題)

多屋勝雄　(東京水産大学)

次期シンポジュームのテーマは｢TAC制度

と漁業管理｣を取り上げることになった｡今年

は国連海洋法条約の批准に伴い､我が国も漁痩

可能長く以下TACと呼ぶ)制度が施行される

ことになり､言わば､ TAC元年のとしてのシ

ンポジュウムテーマである｡従来の我が国の資

源の管理は､漁業許可制によって参入制限を行

宮ながら漁獲努力量をコントロー)レする間接的

管理であった｡今回の制度改革は､これに加え､

漁獲量を直接管理する制度を導入したのである｡

今回の手法を直接的管理の導入と位置づけるな

ら､この制度は画期的な第一歩であると評価さ

れるであろう｡それは､この制度の導入によっ

て､従来の資源利用や漁業体制のほころびを直

し､合理化の可能性が開けたという意味で歴史

的な一歩なのであるD
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国連海禅法条約は条約批准国に対して､ 200海

里内資源の漁獲可能盟を明らかにし､適当な保

存処置や管理処置を行い､さらに自国の余剰分

の漁獲を他国に認めるよう求めている｡我が国

もこれへの対応を図るためにTAC制度を導入

したのである｡

今年設けられたTAC制度は､次の基準を設

けて対象種の選定を行っている｡すなわち①漁

獲量や消費量が多く国民生活や漁業にとって重

要な資源､そして②資源状態が悪く､保存と管
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理の措置が緊急に必要とされている資源､ ⑧我

が国周辺で外国船によって漁獲が行われている

資源､である｡さらに､漁獲枠を決めるのに際

して重要となる科学的な知見が十分著者されて

いる資源であることも必要になっている｡この

ため今年は､サンマ､スケトウダラ､マアジ､

マイワシ､サバ類､ズワイガニの六種を対象種

に選定している｡

今後このような条件を持つ資源は､順次TA

C制度が導入されていくと思われる､当面､国

のレベルでTAC対象魚種となるのは､許可漁

業を中心にした沖合漁業資源にTAC制度の網

がかかっていると認識される｡

これは基本的には､ TAC制度は沿岸･沖合

･遠洋漁業の共通の練題もあるが､ここで沖合

のTACと遠洋と沿岸の漁業問題とは様相が異

なるのである｡遠洋漁業は国際間の資源の割当

が主題であり､基本的に国家が主体となってT

ACを実行する問題であろう｡また反対に､沿

岸においては､今後知事によるTAC制度の導

入が考えられるが､それは主として沿岸漁業の

漁業者による自主管理との関わりで議論されて

いくことになるだろう｡

従って､当面導入される許可漁業の沖合資源

のTAC制度間題と沿岸･遠洋の問題が若干異

なるであろう｡すなわち今回のTAC問題は沖

合漁業を中心にした管理問題であり､波及する

範囲で沿岸と遠洋､外国船との調整が議論され

るべきである｡そのようにして､我が国の許可

制度と資源･漁業管理を総括し､新たな展望の

可能性を見極めることが課題なのである｡

若干の問題提起をしておくと､従来の許可制

度のもとでは､資源と漁業との対応関係は､仕

組みとしては､中央漁業調整審議会の提言を受

けて許可の一斉更新の時に調整さりたり､ある)

いは､海区漁業調整委員会や連合海区委員会の

管理のもとに､許可数のコントロールや､漁場

規制･漁期規制を通じて､資腺の保全が図られ

る仕組みであった｡しかしながら､魚群探知機

の性能向上や漁舶･漁具の性能向上があって､

個々の漁船の漁獲能力は飛躍的に増大し､そも

そも漁舶の資源先取り競争のインセンティブに

よって､多くの資源は乱獲され過剰漁獲や小型

魚漁獲などの不合理漁獲､過剰投資など､経済

的な不適切が起こったのである｡このような現つ

実をみると従来の制度は望ましい資源･漁業管

理を機能させるにはその内容はあまりにも貧弱

であった｡すなわち沖合資源に閑し､中央漁業

調整寄議会や海区漁業調整委員会に期待された

機能は機能しなかったとみられるのである｡論

者によっては､許可の削減は戦後一貫して｢減

船｣という形で行われてきたという主張もある｡
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しかし､これは磯極的な事前の調整ではなく､

資汝の変動や乱獲によって経営が悪化したため､

経営をスムーズに撤退させるために減船対策が

とられれたと考えられるのである｡事前ではな

く事後的に悪化した経営の後始末をしたのであ

った0　-万､今回のTAC制度は､従来潜在化

していた沖合漁業や沿岸漁業が外国漁船と直接

競合している問題を一挙に表面化させることに

うなった､この間題もTACの現代的問題として

取り上げることか必要である｡

このため報告の内容は､仮の題であるが､一

番目に､水産庁企画課の篠原氏に｢TAC制度

の成立と背景について｣の鋭明によって現行の

TAC制度が出てきた背景や今後の探題を検討

し､二番目に､中央水産研究所の黒沼氏による

｢各国のTAC制度の現況と諸問題｣の整理や

事例報告によって､我が国のTAC制度の起こ

りうる問題を想定し､三番目に､鹿児島大学の

片岡氏による｢東海･黄海における漁業とTA

C制度｣によって国際競合下のTAC問題を検

討し､四番目に､多屋による｢TAC制度と沖

合漁業の漁業管理｣によって現代の沖合漁業の

管理とTAC制度の調整されなければならない

諸問題を整理していこうとするものである｡

これによって､今回のシンポジュームは､当面

の実行される我が国のTAC制度と漁業の管理､

そしてそこから派生する問題､とりわけ外国漁

船との娩合間題等を取り上げ､殊題の整理をお

こないヾ　TAC制度を基軸にして我が国漁業が

どのように再綱成され､漁業生産力がどのよう

に発展してくのか現時点での展望を行うことに

する｡
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会員動向

｢釜山水産大学校カ､ら

釜慶(フ○ギ　ョ　ン)大学校へ｣

金　柄浩(ピョンホウ)釜慶大学校

釜山水産大学校は1 941年漁労､製造､養

殖の3学科(総定員240名)で設立された釜

山高等水産学校を前身として開校され､ 1 94

6年に正規大学として編成されて､社会科学系

の水産経済学科は1 9 4 9年に設置された大学

である｡そして1950年､造船学科が増設さ

れて合計5学科(総定員640名)で10年間

存続し､ 1 9 6 3年に水産教育科が増設されて

水産大学としての体制を一応完備したという歴

史がある｡

1 96 2年には文部省の大学生備令によって､

大学は｢釜山大学校　水産大学｣で改射された

が､ 1 964年に再び釜山大学校から分離され

る過程で造船学科は釜山大学校で編入され､本

大学は5つの学科の体制になった｡

一方､同年には政府の企業的漁業育成政策に

沿って､これまでの水産経済学科は水産経営学

科と学科名が変更され､ 1 955年に設置され

た大学院の修･博士課程の学位名が1 97 3年

に既存の｢水産学修士･博士｣から｢経済学修

士･博士｣に変更された｡
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1968年には機関学科が増設されて､ 19

7 5年にはさらに海洋環境学科も増設され､本

大学は7つの学科(総定員1160名)で構成

された｡また1 970年代末からは大幅な学科

増設によって本大学は急激な量的膨張を成し遂

げたのであった｡すなわち､ 1978年冷凍学

科の増設を始めとして1 97 9年に7つの学科

(この中で社会系列2つの学科) ､ 1980年

代3つの学科､ 1981年2つの学科､ 198

3年及び1984年に各1つの学科､ 1985

年1つの学科が増設されて本大学は合計2 3の

学科(入学定員1110名)に拡大したのであ

った｡

続いて､単科大学から総合大学としての転換

を模索して､まずその前段階として1986年

学部制が導入された｡その組織は水産海洋学部

(9つの学科380名)､理工学部(11つの

学科450名)､社会科学部(3つの学科18

0名)で構成された｡それ以後､学科の増設も

続き､本大学は総合大学に昇格し､ 1990年

には4つの単科大学(水産海洋大学1 2つの学

tヽ

)

′つ



科､自然科学大学5つの学科､工科大学8つの

学科､社会科学大学4つの学科)と教養課程部

で体制が整備されたのである｡そして､本大学

が総合大学に昇格した後､ 1 995年末まで1

1学科が増設されて､その中では総合大学とし

てバランスのとれた発展のために人文系の2つ

の学科と社会系の3つの学科(法学科､経営情

報学科､ヨーロッパ学科)も追加された0

1 9 9 6年に入り本大学は総合大学に適った

校名変更が検討され､名称を｢釜慶大学校｣と

し､隣接する専門大学である｢釜山工業大学｣

を合併する形態で､韓国初の国立大学間の統合

が推進されたのであった｡ ｢釜慶大学校｣にな

る直前の釜山水産大学校の裾制は6つの単科大

学(水産科学､海洋科学､自然科学､工科､人

文社会科学､経営)と教養課程部であって､水

産社会系の水産経営学科と資源経済学科は前者

が経営大学､後者が人文社会科学大学に所属し

ている｡一方水産科学大学は生物工学科､水産

教育学科､養殖学科､魚病学科､漁業工学科及

び海洋生産管理学科､食品工学科で構成されて
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いる｡

ところで社会科学系の学科設置についての要

求が増大している｡最近は水産経営学科を経営

大学から水産科学大学へ移管させる事が多面的

に検討されている｡更に海洋産業政策学部とし

ての発展も模索されている｡

1 996年7月の統合以後は従前の釜山水産

大学校の延長線上で発展方向が検討されている｡

工科大学の比重が高まりすぎた結果､大学間の

均衡的な発展という側面で人文･社会科学閑適

学科の増設が磯橿的に検討されているのである｡

1 996年以後文部省によって学科単位の運

営方式を止揚して､複数の学科を学部に統合し

て､専攻で運営するのが積極的に勧奨されてい

て､本大学でもこのような遵営方式を肴塵的に

導入して1 9 9 7学年度から各単科大学別で実

施することになった0 1997学年度の単科大

学別学科及び学部(専攻)の構成は表の如くで

ある｡参照されたい｡

(荏;単科大学とは日本でいう学部規模のこと

である)｡



｢在京理事会｣

･96年12月7日に第2回在京理事会が開催され

た｡概要は以下のとおりです｡

(1)第44匝けンポジュームについて

シンポジュームテーマを｢TAC制度と漁業

管理｣ (仮)とし､コーディネーター及び報告

者の第1回打ち合わせ会議(10月26日)の概要

が多屋氏より報告され､種々意見交換を行った｡

次期シンポ関係者及び報告テーマについては以

下のとおり｡

コーディネーター;多屋氏(東水大)

｢TAC制度の成立と背景｣ :篠原氏(水産庁)

｢各国のTAC制度の現況と問題点｣ ;黒沼氏

(中央水研)

｢東海･黄海における漁業とTAC制度;片岡

氏(長崎大)

｢ TAC制度と沖合漁業の管理｣ ;多屋氏(乗

水大)

司会;小野氏(東水大)

(2) 97年度大会会場､日程等について

第44回漁業経済学会は恒例どおり､ 5月の最

-6-

終週､東京水産大学での開催が予定されている

が､開催曜日を金曜･土曜にするか､土曜･日

曜にするかについては講義室の確保問題があり､

現在調整中である｡できるだけ､早く決定し､

会員に連絡したい｡

(3)文部省､学術会読等への働きかけについ

て

第43回鹿児島大会で提起された｢科学研究費

中綿や奨励研究員等の応募時に漁業経済に関す

る申緒領域がなく､この間題に取り組んでいく

必要がある｣ (浦城代表理事)とした件につい

て､学会としての具体的対応泉を検討した｡ 5

月に開催される全国理事会及び総会にその実を

提示することとなった｡

(4)会員現勢について

1996年12月現在､構成は個人会見282名､団体

会員3､賛助会員3となっております｡



単科大学 竸X�%�犬�募集人員数 

人文社会科学大学 佝��yYB�120名 

国際地域学部 涛�kﾂ�

語学系列の3学科 丿S#*C���C��kﾂ�

社会科学系列の3学科 丿S��C��C3�kﾂ�

芸体能系列の2学科(芸術.体育) 丿SC�kﾂ�

自然科学大学 ��Iyﾘ怦ｧyYB�60名 

その外6学科 丿SC�CC�CC�CC�C��CC�kﾂ�

芸体能系の1学科 鼎�kﾂ�

経営大学 佝�8ｧyYB���X蝌ﾆ�8ｧx怦/�ｭﾈ-竰�286名 

工科大学 �6H���饑�6Hｴ8ﾔ逢yYB�301名 

その外21学科 ��ﾘﾇc�s�ikﾂ�

水産科学大学 度ｧx怩�総計275名 

海洋科学大学 丶9vﾘ怦ｧyYB�80名 

地球環境科学部 塔�kﾂ�

海洋工学部 都���kﾂ�

計 ��3831名 
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